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一　はじめに
国籍に基づく別異処遇が不法行為を構成すると判断した裁判例は、以前
から蓄積されてきた。公衆浴場の利用拒否に関する事案をはじめとして、
多くの事例で賠償責任が認められている。もっとも、一部には、国籍によ
る顧客の選別に合理性があるとして、不法行為責任を認めなかった裁判例
もある。
大阪地判平成29年８月25日判時2368号23頁（以下、「本判決」とする）
は、契約に関する資料を無料で請求できるサービスを申し込んだ外国籍者
が、国籍のみを理由として資料の送付を拒否されたという事案に関する判
断である。本判決は、相手方企業の行為が不法行為を構成するとし、人格
権の侵害を理由とする慰謝料の支払いを命じた。
たしかに、本判決の判断の大枠は、契約における差別に関する他の裁判
例と類似している。しかし、本判決は、対象となったサービスが他の契約
の前段階における無償のものであることを考慮して、比較的低い額で慰謝
料の支払いを命じている。そのため、本判決は、一連の裁判例と異なり、
無償のサービスですら
4 4
不法行為となることを示したものと受け止められて
いるようである。
本稿では、このような本判決の判断枠組みおよびそれに対する従来の理
解が必ずしも適当でないという問題意識から、本判決の妥当性を検証す
る。具体的には、本判決が被害態様を十分に考慮しきれていないという問
題点を明らかにする。他方で、本判決が採用した「合理的期待」の侵害と
いう視点の有用性を評価する。
二　事案の概要
トルコ国籍のＸは、トルコ産の石の輸出入・販売等を行う会社の経営者
であり、日本において永住者の在留資格を有している。Ｙは、中古車販売
の加盟店事業等を行う会社である。Ｙは、自身が会員となっている中古車
白鷗法学　第26巻２号（通巻第54号）（2019）318
販売業者専用のネットオークションに参加することができる加盟店を募集
し、加盟店に開業研修・開業マニュアルの提供をはじめとする経営指導を
行う一方で、加盟店から加盟料や取引ごとの手数料、追加サービス（各種
研修やノウハウの提供等）の料金等を得ている。
Ｙは、ウェブサイト上に加盟店契約にかかる資料請求フォームを用意し
ており、加盟店契約の内容等に関する詳細な資料を無料で送付するとし
て、「必見の資料を無料でお届けしています！さらに詳しい収益形態や具
体的なビジネスモデルを解説。」などと宣伝している。資料請求フォーム
は、氏名・住所・メールアドレス・電話番号等の必須入力項目と、開業時
期等のアンケートに関する任意の入力項目から成る。資料請求フォームの
末尾には、「専門性の高い事業内容のため資料請求後の弊社審査基準によ
り、ご加盟対象とできない場合がありますので予めご了承ください。」と
の記載があった。
Ｙは、資料請求者に対して、資料のPDFファイルをダウンロードするた
めのURLとパスワードをメールで送信することで、資料の送付を行う。送
付を受けた資料請求者は、Ｙが開催する無料の開業説明会への参加資格を
得る。そのうち、Ｙの審査基準を満たした者のみが、加盟店契約を締結す
ることができる。Ｙの審査基準によれば、未成年者や外国人で永住権のな
い者は、原則として加盟できないものの、それぞれ親権者等や日本国籍保
有者が連帯保証人となることで加盟可能であるとされている。また、説明
会でのヒアリングや質疑応答において、Ｙの経営理念を共有することが難
しいと判断された場合には、加盟できないとされている。
Ｘは、資料請求フォームに所定事項（ただし、住所については市のみ記
入し、番地・丁目等の記入を欠いていた）を入力して送信し、資料請求を
行った。しかし、Ｙの従業員は、「大変申し訳ございませんが、当社では
ご加盟頂く際の審査基準として日本国籍の保有者の方を対象としておりま
すので外国人の方には資料の送信を見合わせて頂いております」等の記載
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があるメールを翌日に返信して、資料送付を拒絶した。
Ｘは、Ｙの行為が憲法14条１項および人種差別撤廃条約に違反する不
当な外国人（国籍）差別ないし人種差別であって、これにより人格権を侵
害され、また、加盟店契約締結の機会を奪われたとして、Ｙが民法709条
および715条第１項に基づきＸの精神的苦痛に対する慰謝料について賠償
責任を負うと主張した。これに対して、Ｙは、①本件資料請求サービス
は、加盟店契約の対象者としての適格性に関する事前審査の目的をも有し
ており、求めれば誰もが提供を受けられる入浴や飲食といった単純なサー
ビスの提供とは異なること、②本件メールで国籍を理由に挙げたのは人種
差別を意図してではなく、以前外国人との間でトラブルがあったためにＸ
に資料請求を早く諦めてほしかったからであることなどを主張し、Ｙの行
為は契約締結の自由ないし契約相手方選択の自由に基づく対象者の選別で
あって不法行為を構成しないと反論した。
三　判決の要旨
（一）不法行為責任の成否について
裁判所は、一般論として、まず憲法の私人間への間接適用について、
「憲法上の諸規定……の趣旨は、私的自治の原則との調和を図りつつ、民
法709条など個別の実体法規の解釈適用を通じて実現されるべきもの」と
述べ、さらに、「憲法は、同法14条１項において法の下の平等を保障する
一方、同法22条等において、経済活動の自由をも基本的人権として保障
しており、Ｙを含む株式会社は、その経済活動の一環として契約締結の自
由ないし営業の自由を有し、いかなる者と契約を締結するか否かについて
は、法律その他の特別の制限がない限り、原則として自由にこれを決定す
ることができる。したがって、Ｙが、特定の者と本件加盟店契約を締結す
ることを拒否したとしても、それを当然に違法とすることはできないし、
当該契約に向けた営業活動の一環としてされる本件資料請求サービスにお
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いて、特定の者との間で当該サービスを提供しなかったとしても、やはり
同様に、これを当然に違法ということはできない」とした。
その上で、「本件資料送付拒否については、Ｙが……契約締結の自由な
いし営業の自由を有することを考慮してもなお、同法〔憲法〕14条１項
の規定の趣旨に照らし合理的理由を欠き、社会的に許容し得る範囲を超え
てＸの法的利益を侵害すると認められる場合には、民法上の不法行為に当
たると解するのが相当である」とし、「Ｙは、自己の経済活動を実現する
ために、本件加盟店契約に向けた集客ないし契約希望者に対する情報提供
を目的として、本件資料請求サービスを用いており、広く一般公衆に向け
て、自ら資料を無料送付する旨喧伝しているのであるから、請求者として
は、請求をしさえすれば、基本的には誰であっても資料送付を受けられる
との合理的期待を抱いているものと認められ……特段の事情のない限り、
誠実にこれに応じるのが取引通念上の信義にも適うものと認められる」と
ころ、本件でＹは上記の「合理的期待を抱くような状況を作り出している」
といえるから、「請求者の特定の〔外国人であるという〕属性のみを理由
に、何ら合理的な根拠に基づくことなく資料の送付を拒否することは、不
合理な差別的取扱いというべきであり、かかる資料の送付拒否は、憲法
14条１項の趣旨に照らし、当該請求者との関係で、当該請求者の合理的
期待を裏切り、また人格権を不当に侵害するものとして、不法行為を構成
する」とした。
（二）損害について
「Ｙ従業員による不合理な差別的取扱いによって、Ｘは資料送付を受け
られるという合理的期待を裏切られただけでなく、本件メールに表れた差
別的言辞によって、その人格を傷つけられ、精神的苦痛を被ったものと認
められる」一方で、「本件における人格権侵害の態様として、本件加盟店
契約の締結に当たってはＹ側の審査を経る必要があるなど種々の条件が設
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けられており、仮に本件資料送付拒否がなかったとしても、Ｙとの間で本
件加盟店契約の締結に至ったかは不確定であったこと、本件資料送付拒否
によりＸが受けられなかった資料送付は、Ｙが無料で行うサービスの提供
に過ぎないことなど、本件に係る諸般の事情を総合考慮すれば、その慰謝
料額は20万円と認めるのが相当である」とした。
四　検討
（一）本判決の判断枠組み
本判決は、他の裁判例と同様に、憲法の私人間への間接適用を前提とし
て民法709条に基づく損害賠償責任を認めるという大枠に拠って、国籍に
基づく別異処遇（1）であって合理的理由による正当化がされないものについ
て、精神的損害を発生させる不法行為を構成するとしている。そのため、
不合理な差別による不法行為責任に関する一事例が加わったものとして理
解されている（2）。
他方で、本判決の判断枠組みには特徴的な点がある。すなわち、①ある
契約の前段階における無償での説明資料の送付を当該契約と切り離し、そ
れ自体を１つの契約と捉えてその拒否の適法性を論じている点、②①のよ
うに資料送付を１つの契約と捉えたときに、その無償性を慰謝料額の考慮
要素としている点、③Ｙが誰でも資料送付を受けられるという合理的期待
を申込者に生じさせつつもこれを裏切ったことを責任成立の前提としてい
（1）　以下では、本判決が認定したとおり、本件を国籍に基づく差別の事例として扱う。
ただし、Ｙとの間で他に外国人でも３名の契約締結実績があった。また、Ｙの審査
基準によれば、日本国籍がなくても永住権があればよいことになっていたようであ
る。そうすると、本件でのＹは、国籍ではなく実は（名前から推測するなどして）
トルコ人または広くアジア人というＸの属性に着目して契約を拒否したものと考え
ることも可能なように思われる。本件は、Ｘが主張したように人種差別としても構
成できた可能性がある。
（2）　判時2368号（匿名コメント）24頁、城内明・新判例解説Watch24号（2019年）
69-72頁。ただし、上北正人・リマークス59号（2019年）50-53頁は、後述のとおり、
「合理的期待」の侵害に関して従来の裁判例との違いを指摘している。
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る点、④③の合理的期待を不法行為法上の保護法益と捉え、その侵害を考
慮要素に含めている点である。
ここで、①および②により、本判決が不法行為の態様を過小評価してし
まっているのではないかという懸念が生じる（以下（二）において検討す
る）。他方で、③のように構成しなくとも不法行為責任を認定できたはず
であるものの、③を受けた④によって、本判決は契約の拒否そのものを権
利侵害と捉えるという、他の裁判例に見られなかった視点を提供している
ように思われる（以下（三）において検討する）。
（二）資料送付のみに着目した判断の妥当性
本判決は、「加盟店契約」と、その前段階における「無料の資料請求サー
ビス」とを切り離し、Ｙによる資料送付の拒否のみ（3）に着目して不法行為
責任を検討している。たしかに、当事者間で争点となっていたのが資料送
付拒否による人格権侵害および加盟店契約締結の機会の喪失であった以
上、検討対象が資料送付に絞られたこと自体は当然だろう。
しかし、本判決が資料送付の拒否のみを切り離して検討し、加盟店契約
締結の不確実性と資料送付サービスの無償性を考慮したことで、本件にお
ける人格権侵害の態様がさほど重大でないように見えてしまっている。慰
謝料の額を比較しても、先行する他の事例より少額な20万円とされてい
る。契約交渉の初期段階での差別を、契約における差別の中であたかも軽
い部類に属するかのように扱っている点で、本判決の判断過程には問題が
あるように思われる。以下で、２つの問題点を指摘する。
（１）問題点①：資料送付の拒否の実質に関する不考慮
まず、本判決は、加盟店契約から事前の資料送付サービスを切り離して
捉え、資料送付がされていても加盟店契約の締結に至ったか否かが不確定
（3）　判決文中、第三 二（５）ウ（イ）に「本件において不法行為を構成する事実は、
加盟店契約の締結を拒否した点のみにあるのではなく…」という記述があるものの、
それ以外の判示はもっぱら資料送付の拒否についてのものである。
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であったことを、慰謝料の額を認定する際の考慮要素としている。
しかし、形式的には資料送付の拒否だけであっても、実質的に加盟店契
約自体の締結拒否を意味する（4）ことを、判断の中で考慮するべきであった
ように思われる。本件における資料送付は、契約前段階における別サービ
スの形をとっているといっても、加盟店契約の締結に不可欠な過程であ
る。顧客は、資料送付を受け、その資料で案内されている説明会に参加し
てはじめて、加盟店契約を締結できる。顧客にとって、資料送付の拒否
は、加盟店契約の交渉にすら入れないことを意味する。契約の前段階にお
ける無料のサービスといっても、それ自体で完結するような販促キャン
ペーンとは異なるのである。
差別的理由による契約拒否が問題となった他の裁判例では、①契約交渉
が進んできたものの最後に国籍を理由として契約を拒否された事例（5）と、
②国籍を理由として交渉すら拒絶された事例（6）（入店拒否や問い合わせ段
階での拒否）という、２つのパターンが見られる。①のパターンでは、契
約準備段階における信義則論（いわゆる契約締結上の過失）に依拠して、
20万円～100万円程度の賠償が認められている。②のパターンでは、差別
がなければ契約が締結されていたとまでは言いにくいものの、差別的言
動による人格権侵害を理由とする40～100万円程度の賠償が認められてい
る。本件は、本来②のパターンに位置付けられるべきものである。契約締
（4）　上北・前掲注（２）52頁も、本件を「加盟店契約との密接な関係から、契約締結に
向けた応募における平等権侵害とみることが可能であろう」とする。
（5）　大阪地判平成５年６月18日判時1468号122頁（住居の賃貸借契約に関し、外国（韓
国）籍を理由として、必要書類提出および必要経費送金の請求段階まで進行した契
約交渉が破棄された事例）、京都地判平成19年10月２日裁判所ウェブサイト（住居の
賃貸借契約の締結直前に、提出された必要書類が住民票ではなく外国人登録証明書
であったことを理由に、家主が契約締結を拒否した事例）。
（6）　札幌地判平成14年11月11日判時1806号84頁（小樽温泉入浴拒否事件）、さいたま地
判平成15年１月14日LEX/DB 20801177（外国（インド）籍を有することを明らかに
して賃貸物件紹介に関する問い合わせをした者に対して、不動産会社の従業員が皮
膚の色を執拗に尋ねた事例）、静岡地浜松支判平成11年10月12日判時1718号92頁（宝
石店への外国人入店を拒否した事例）等。
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結前に行われる商品やサービスの説明は、通常は無料で行われていても、
契約と切り離して評価されることはない。（本判決が認定した慰謝料額自
体をどう評価するかは措くとしても、）資料送付の拒否と加盟店契約とが
形式的に区別可能であることを、人格権侵害を理由として認められる慰謝
料の額を低くする考慮要素として用いるのは、妥当でない。
（２）問題点②：契約の無償性に関する考慮
本判決はまた、上述のように資料送付を１つの契約と捉えた上で、資料
送付が無料のサービスに過ぎないことを慰謝料額の考慮要素としている。
本判決についてのコメントも、本判決について「無料の資料請求サービス
の拒絶という、直ちに請求者の具体的な利益が侵害されるとはいえない場
面においても、場合によっては人格権を侵害する不当な差別的取扱いとし
て不法行為が成立しうることを明らかにしたもの」（7）と評価している。
しかし、提供される財やサービスの無償性を理由として、契約拒否によ
る損害を低く見積もるのは、妥当でない。そもそも（１）で見たように、
契約内容の説明にかかるこの種の無料サービスの拒否は、その先にあるは
ずの契約の拒否を意味するから、拒否による損害を過小評価すべきでな
い。さらに、差別的理由により契約の機会が奪われ人格権が侵害されたと
いう事実は、無償契約の場合でも有償契約の場合と変わらない。
仮に、契約が実現されたならば得られたはずの利益を賠償の対象に含め
るのであれば、契約の無償性が考慮要素となりうるだろう。しかし、現状
の判断枠組みが人格権侵害を理由とする不法行為の域にとどまる以上、契
約の無償性を理由として不法行為責任を軽減するかのような判断は、妥当
とはいえない。
（三）契約締結への合理的期待を考慮した判断の妥当性
本判決は、誰でも資料送付を受けられるという合理的期待をことさら惹
（7）　前掲注（２）判時匿名コメント24頁。
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起しておきながら裏切ったことを、責任成立の前提としている。その上
で、こうした合理的期待を不法行為法上の保護法益と捉え、申込者の期待
権を侵害したことを考慮要素に含めている。
このような構成のうち、前者は、責任が成立するケースを不必要に狭め
てしまうおそれがある。他方で、後者、すなわち差別的言動による人格権
侵害だけでなく、契約締結への合理的期待の侵害をも認めるという着地点
は、今後の同種事案でより適切な理論構成をするためのヒントになると思
われる。以下で、それぞれについて考察する。
（１）合理的期待の惹起に関する説示の問題点
本判決は、Ｙが宣伝文句によって誰でも契約を締結できるという合理的
期待を惹起しておきながら、それを裏切ったという点を強調している。つ
まり、仮にＹが誰に対してでも資料を送付するとは限らないと当初から表
明していれば、差別的理由で申込者を選別しても責任が生じないかのよう
に読める。
しかし、禁止されているのはあくまでも差別的理由による顧客の選別で
あって、不意打ち的にそのような選別を行ったという態様ではない。実
際、入店拒否に関する裁判例でも、外国人お断りの旨を当初から表明して
いたサービス提供側の責任が認められている。
また、そもそも、公に向けた契約の広告勧誘があれば、その時点で合理
的期待が生じると考えられる（8）。本件では、Ｙは実際の店舗を設置してい
るわけではないものの、Webを通じて顧客を募っていたのであるから、入
店拒否の事案と同様に考えてよいはずである。あたかも資料送付サービス
の喧伝による合理的期待の惹起が不可欠な前提かのような説示は、不要
だったように思われる。
（8）　茂木明奈「住居の賃貸借契約における平等処遇の意義と課題（下）」法時90巻５号
（2018年）96頁。城内・前掲注（２）72頁は、実際に生じる合理的期待と、規範的
に合理的期待が生じるとされる状態（「公共性」）とを区別し、その組み合わせによっ
て平等取扱義務の有無を判断するようである。
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（２）合理的期待の侵害という構成の有用性
（１）で見たように、本件では、Ｙによる合理的期待の惹起をことさら
強調しなくても不法行為責任を認定できたはずである。しかし、人格権侵
害だけでなく合理的期待の侵害があったという構成をとったことで、本判
決は、契約の初期段階においても契約の拒否そのものを権利侵害と捉える
ことに成功している。これは、他の裁判例には見られなかった視点であ
る（9）。
従来の裁判例では、契約交渉が相当程度熟して締結直前に拒否された事
案でない限り、契約締結に向けた被害当事者の期待は保護法益とされず、差
別的言動による人格権侵害だけが問題とされていた。つまり、被害当事者が
相手方と契約関係に入れなかったことによる不利益を直接的に考慮できる枠
組みがなかったのである。そのため、慰謝料のみによる救済が限界を迎えて
いたように見える（10）。
契約交渉の初期段階においても契約締結に向けた信頼ないし合理的期待
が保護法益となると考えられれば、単に慰謝料の額で結果を調整するのと
異なり、より適切な理論構成となるように思われる。
（四）補論：加盟店契約の締結拒否と合理的な理由による正当化
たしかに本件のような加盟店契約は、日常的な財やサービスにかかる一
般向けの取引と異なり、顧客の選別を前提とするものであるから、差別が
なければ確実に契約が締結されていたとまで実際に証明できるケースは少
（9）　上北・前掲注（２）53頁も、「本件では、加盟店契約の誘引段階における差別的な
取扱いが問題となった事案であり、これまでのような合理的期待の侵害とはその内
容を異にする」と指摘する。ただし、同評釈は本判決を「公開性を有するサービス
の利用を希望する者については、外国人であるか否かに関わらず、平等に取り扱っ
てもらえるとの『合理的期待』を抱くことが一般的であるとの判断を示すものと理解」
しており、何に対する「合理的期待」を法的に保護すべきかを考えるための視点を
提供している。
（10）　茂木明奈「契約法における平等処遇の要請：日本の裁判例の検討から」法政論究
96号（2013年）35-69頁。
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ないかもしれない。しかし、顧客個人の種々の属性を考慮した顧客の選別
を前提とする取引だからといって、その中で不合理な差別を行っても構
わないということにはならない（11）。国籍や人種、性別等を理由とする直接
的・間接的不利益処遇は、合理的な理由（目的の適法性、手段の適切性・
必要性）により正当化されない限り、違法の評価を免れない（12）。過去に外
国籍者とトラブルがあったことなどは、合理的な理由にはならない（13）。
本件を加盟店契約の締結拒否に関する事案として理解した場合に、国籍
や永住権の有無を基準とする顧客の選別が合理的な理由により正当化され
る余地があったかどうか、以下で補足的に検討する。
（１）国籍の有無を基準とする場合の正当性
国籍に基づく別異処遇が合理的な理由により正当化されるケースは、か
なり限定的である（14）。本件のような加盟店契約でも、仮にＹの社内基準に
おいて国籍の有無を契約の要件としていたり、あるいは顧客を募集する際
に国籍の有無が選別基準になると表明していたりしても、中古車オーク
ションへの参加につき国籍による制限などがない以上、国籍の有無を基準
とする顧客の選別について、合理的な理由は存在しないと考えられる。
なお、一般的に、契約における不合理な差別は、差別的な意図による行
為と差別的な効果があるに過ぎない行為の双方を含み、後者であっても合
理的な理由により正当化されなければ禁止されると考えられている（15）。し
たがって、Ｘの適格性について中立的な社内基準で内部審査を行った結
果、Ｘは審査にすでに漏れており、Ｘへのメールにおいて断りやすい理由
（11）　茂木・前掲注（８）97頁。
（12）　茂木・前掲注（10）61頁。
（13）　もしも過去のトラブルの存在を合理的な理由に入れてしまうと、外国籍を有する
者に対する偏見を再生産することにつながってしまうからである。ドイツ法におけ
る議論として、茂木明奈「ドイツ法における不利益処遇の正当化」白鷗法学22巻２
号（2016年）147頁。
（14）　日本の裁判例を見ると、国籍に基づく別異処遇は原則として正当化できないもの
として扱われている。茂木・前掲注（10）。
（15）　茂木・前掲注（10）等。
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として外国籍を挙げたに過ぎず差別的な意図はない、とのＹの主張は、仮
に事実だとしても免責の理由にはならない。
（２）永住権の有無を基準とする場合の正当性
それでは、本件でＹが実際にそうしていたように、内部審査の基準とし
て永住権を用いることは許されるだろうか。
金融機関が永住権を持たない者との間で住宅ローンの契約を拒否した事
例に関する東京地判平成13年11月12日判時1789号96頁は、永住権の有無
による選別を合理的で正当化できるものと判断した例である。銀行が大量
の住宅ローンを扱う際には、債権管理回収コストの面で、条件を定型化す
る必要性が高い。また、外国人を一律に排除しておらず、日本人であって
も海外勤務の場合等は原則的に融資をしない旨定めているという事情が見
られた。そうした事情の下で、「永住資格の有無は基準として客観的かつ
明白で、その適用に恣意の作用する余地がなく、被告が私企業として住宅
ローンにより十分な利益を上げ、採算をとる目的を達成する方法として合
理性に欠けるものでない」とされた。控訴審である東京高判平成14年８
月29日金判1155号20頁も、基本的にこの判断を支持している。
この平成13年判決では、永住資格を長期融資の条件の１つとすること
に、合理的な理由（目的の適法性、手段の適切性・必要性）があるとさ
れた。しかし、平成13年判決に対する批判的評価もある（16）。誰が債務者で
あっても、海外に出国して資産を移されれば、債権回収は難しくなる。ま
た、契約内容を理解する力は、永住権の有無と直接関係するとまでいえな
いだろう。これらのことからすると、永住権の有無が金銭債務の完済可能
性と直結するとは言い難い。永住権は国籍と異なり、特定の人種・民族的
出自と結びつけた意図的な差別の理由となることは少ないだろう。しか
し、不利益処遇を受ける側にとっては、意図的な差別でなくても、正当な
評価を受けられないこと自体が問題である。永住権を基準とする選別が合
（16）　吉田克己『市場・人格と民法学』（北海道大学出版会、2012年）83頁。
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理的な理由を有するか否かは、平成13年判決を踏まえた上でもなお慎重
に判断する必要がある。
本件の事案に立ち返ると、中古車オークションへの参加につき、永住権
による制限などはない。永住権の有無を基準とする顧客の選別について合
理的な理由があるとすれば、債権回収の可能性と契約内容の理解力になる
だろう。しかし、前述のとおり、いずれも永住権の有無と直結するとはい
えない。さらに、本件の契約がそれほど高額な貸し倒れリスクを有すると
までいえるか、自家用車を１台買うだけでも得になる旨が宣伝されている
ような契約がそれほど複雑といえるか、といったことも問題となる。
五　おわりに
これまで、差別的理由による契約拒否の事案では、契約が実現されてい
れば当事者が得られたはずの利益を考慮する手段がないため、当事者の適
切な救済が困難であった。すなわち、①契約交渉が相当程度熟していたに
もかかわらず差別的理由での契約拒否があった事案では、差別そのものに
着目するというよりはむしろ、契約準備段階における信義則論（いわゆる
契約締結上の過失）を利用することで、不合理な契約拒否を理由とする信
頼利益の賠償が認められてきた。しかし、②入店拒否などその他の事案で
は、被害当事者が契約を締結できなかったことそれ自体を損害と評価する
ことが難しく、差別的言動による人格権侵害を理由とする精神的損害の賠
償が認められるにとどまってきた。もっとも、②のパターンで認定される
慰謝料の額は比較的高額なものが目立つ。契約拒否自体による損害は、こ
うした高額な慰謝料の認定により間接的に評価に取り込もうとされてきた
と分析できる（17）。
こうした背景のもと、本判決は、本来は資料送付サービスではなく加
盟店契約に関する事案として②のパターンに属するはずだったところ、
（17）　茂木・前掲注（10）58-59頁。
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四（二）で確認された判断枠組みが理由で事案の本質が十分に認識・検討
されなかった結果、慰謝料の額も比較的低く認定された事案であるといえ
る。ある者が差別的理由によってこれから締結しようとする契約内容の詳
細な説明すら受けられなかったという事例で、説明の拒否という部分だけ
を取り出してその違法性を論じてしまうと、木を見て森を見ないともいう
べき状況が生まれてしまう。
他方で、こうした問題点こそあるものの、契約拒否自体による損害の発
生を「合理的期待」の侵害に着目した枠組みで評価しようとした点で、本
判決には積極的評価が可能な独自性が見られる。これまで、いわゆる契約
締結上の過失に該当する事例でもなければ、不法行為法の枠内で契約拒否
自体による損害を直接的に評価するのは困難であった。しかし、本判決で
は、契約締結への合理的期待や信頼を保護法益として取り入れることで、
被害態様がより適切に把握されているといえよう。こうした合理的期待の
侵害という構成は、今後他の類似の事案にとって参考になると思われる。
 （本学法学部准教授）
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